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組織としての「英国委員会（the British Committee）」と
英国委員会研究の発展可能性の検討
― ブルネッロ・ヴィジェッツィの貢献を中心に ―
大　中　　真・角　田　和　広
‘The British Committee’ as a Research Organization and its Prospects: 
 A Discussion on Brunello Vigezzi’s Contribution
ONAKA, Makoto・TSUNODA, Kazuhiro
The purpose of this research note is to evaluate Brunello Vigezzi’s study and some other 
studies. The authors also discuss the possibility of a new research context for the British 
Committee, such as its relationship with the Rockefeller Foundation and the British 
academia.
Usually, the British Committee is analyzed in the context of the English School. Vigezzi 
made ground-breaking contributions to the study of the Committee. He scrutinized its 
uniqueness and demonstrated its nature as an ‘organization’: (1) the time periods of its 
activities, (2) its purpose, (3) its central publication, and (4) the rules, spirits, and modus 
operandi of the Committee.
Thereafter, the study on the British Committee departed from the context of the English 
School and arrived at the viewpoint of an organization. In this research note, the authours 
intend to further discuss the Committee in a broad context in relation to the Rockefeller 
Foundation and the British academia.
Keywords： The British Committee on the Theory of International Politics, Fundamentals, 
laboratory of ideas, the Expansion of International Society, the Rockefeller 
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1．はじめに
本稿にて考察の対象となる「国際政治理論に関する英国委員会（the British Committee on 
the Theory of International Politics）」とは、1958 年から 85 年までイギリス（ケンブリッジ
大学ピーターハウス、サセックス大学など）を中心に活動した国際関係理論の研究組織である。
年三回の活動を基本に合計 50 回以上開催され、この間 30 人以上の研究者たちがその活動に加
わった。同委員会に提出された論文は 150 本を超える。その成果は『外交学研究』や『国際社
会の拡大』、またはワイト（Martin Wight）の提出論文を基にブル（Hedley Bull）が編纂し
た『国家システム』である１）。主要メンバーはバターフィールド（Herbert Butterfield）、ワ
イト、ブル、ワトソン（Adam Watson）、ウィリアムズ（Desmond Williams）、ハワード（Michael 
Howard）などである。
これまで英国委員会について言及した研究は数多くあるが、そのほとんどは、英国学派（the 
English School）との関連性から評価してきた２）。委員会は LSE（ロンドン・スクール・オブ・
エコノミックス）国際関係学部と並ぶ英国学派の実質的母体であり、学派の中心的主張である
国際社会論が、その活動によって精査されたからである。また両者の主要人物たちが重なるの
もその傾向に拍車をかけている３）。つまり英国委員会とは、英国学派にとって重要であるから
こそこれまで注目を浴びてきたのである。
しかし、その関係は完全一致というわけではない。ウィリアムズやハワードに加えて、マッ
キンノン（Donald Mackinnon）など、英国委員会の活動に貢献しながらも、一般に英国学派
の一員に含まれない主要人物も数多くいるからである。加えて国際社会論の精査ですら、委員
会にとって唯一の活動目的ではなかった。
ではそもそも英国委員会とは何だったのか。そしてその活動をどのように把握できるのか。
冷戦終結後、英国学派が注目を浴びたのとは対照的に、活動の中心的母体である委員会に関す
る組織的研究は、決して活発なものとはならなかった。皮肉なことに、英国学派という文脈が
あるからこそ委員会の活動に注目が集まり、そしてその理由によって、委員会自体の詳細な分
析まで目が向かなかったのである。
本稿では「組織として」の英国委員会に注目し、英国学派を基軸とする視点からは得られな
い特徴を提示していく。その際にはブルネッロ・ヴィジェッツィ（Brunello Vigezzi）の労作『国
際政治理論に関する英国委員会（1954 年～1985 年）－歴史の再発見』を中心に取り上げる４）。
なぜなら同研究書は、そのタイトルが示すとおり、委員会について論じたほぼ唯一のものだか
らである。次いで本稿の紙片が許す限り、どのように今後の英国委員会研究を発展させていく
のか、その可能性についても言及していきたい。
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2．「組織として」の英国委員会とその特徴
組織としての英国委員会を分析する際の 1つ目の論点は、「委員会の活動の時期区分」にある。
たとえばヴィーバー（Ole Wæver）は、英国学派の歴史的分析の際にも委員会を取り上げ、そ
の時期を第 1期（1959 年～ 66 年：国際社会概念への注目）、第 2期（1966 年～ 77 年：英国学
派の枠組みの形成）、第 3期（1977 年～ 92 年：『国際社会の拡大』の出版）という 3つの時期
にまたがるものとする５）。このような時期区分とその評価からみれば、委員会の歴史とは、国
際社会論の精査のみに尽力したという印象をうける。
しかしヴィジェッツィはその活動を、英国委員会の成立時期も含めれば次の 7つに細かく分
類する（第 1期：1954 年～ 58 年、第 2期：1959 年～ 61 年、第 3期：1961 年～ 62 年、第 4期：
1963 年～ 67 年、第 5期：1968 年～ 72 年、第 6期：1973 年～ 78 年、第 7期：1978 年～ 85 年）。
確かに第 2期の主題が国際社会の精査にあったことは確かである。だが第 1期では、国際関係
における国家の役割、第 4期では国際社会論を離れ歴史と理論の関係性に注目するなど、必ず
しも国際社会論の分析のみに専念していたわけではない。あるいは委員会の議論全てに、一定
の満足できる結論が導かれたわけではなかった（主観と客観の議論など）。委員会の活動には
紆余曲折があり、このことは、英国学派と委員会の歴史を重ね合わせる限界を示している。
この歴史区分の問題は 2つ目の論点「英国委員会の目的」に繋がる。委員会を組織として位
置づける際に、ヴィジェッツィは委員会の「アイデアの実験室（laboratory of ideas）」という
側面を重視する。秩序、外交、勢力均衡、国際法といった「基本原理（fundamentals）」と呼
ぶことのできる包括的概念や古典的問題など、国際関係のアイデアについてメンバーたちは議
論を尽くした。たとえば先にあげた第 2期（1959 年～ 61 年）では、ハワードやワトソン、ウィ
リアムズといったメンバーたちが国家の役割や国益、対外政策の形成要因という問題にも関心
を示していた（ウィリアムズは 1973 年にも国益の問題を主題としている）。つまり英国委員会
にとって国際社会論とは、あくまで委員会の基本原理の 1つに過ぎないのである。
確かにヴィジェッツィは、国際社会の概念、あるいは国際システムが委員会の中心的アイデ
アだと認める。このことは、第 3の論点「英国委員会の主要著作とはなにか」に波及する。ヴィ
ジェッツィは『外交学研究』や『国家システム』ではなく、『国際社会の拡大』を成果の中心
軸に据える。同書は英国学派の古典的名著ではあるが、これまでの英国委員会の分析では、ダ
ンの研究に代表されるようにあまり重視されてこなかった６）。
ヴィジェッツィは英国委員会の議論をその初期の段階から、『国際社会の拡大』のテーマで
あるヨーロッパと世界の関係性と深く結びつける。たとえば、国際社会と国際システムの概念
が英国委員会に登場するのは 1961 年 7 月、ブルによってだが、その頃から既に『国際社会の
拡大』に関する論点が登場する。ブルは、世界政府論とは異なる秩序形態（国際社会）の樹立が、
主権国家同士による強固な信頼関係の構築によって可能だと主張する。この点についての異論
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はない。しかし、国際社会の成立には共通の文化的伝統や文明が必須ではないのか、といった
疑問がワイトやワトソンなどから示された。『国際社会の拡大』の議論の 1つは、ヨーロッパ
諸国と非ヨーロッパ諸国の関係にある。このことを考慮すれば、委員会の議論にその萌芽を確
認できる。
もっとも、編著としての『国際社会の拡大』の評価を考慮すれば、同書を英国委員会の対外
的成果の中心に位置づける叙述は、批判の的になるのかもしれない。ヴィジェッツィも指摘し
ていることだが、編著者であるブルやワトソンの意図（たとえば国際社会と国際システムの概
念）が、『外交学研究』と比べて他の執筆者にどこまで浸透していたのか不明確だからである。
しかし『国際社会の拡大』を中心に据えるヴィジェッツィの視点は、委員会の活動を伝説的な
もののように捉える、曖昧な印象論から離れる必要性を提示するものといえよう。なぜなら同
書は、委員会の活動の限界もまた同時に示しているからである。
最後に 4つ目の論点は、英国委員会の組織としての「規則、原則、精神や運営方法（modus 
operandi）」である。スガナミ（Hidemi Suganami）が指摘するように委員会は、研究者間の
クラブに類似していた７）。しかしその詳細なクラブならではのルールは、これまで明確とは言
い難かった。クラブを運営する規則や原則とは、たとえば論文から論文の原則（前のメンバー
が提出した論文に関連する内容の論文を次のメンバーが提出）、古典的方法論、基本原理の探求、
同時代的問題からの距離感、歴史の重視、メンバーシップの厳密化などである。これらの諸要
素がメンバー間で共有されたからこそ、ヴィジェッツィは委員会の活動が充分に機能したと主
張する。また英国学派の特徴は、その濃厚な人間関係（たとえばマニング［Charles 
Manning］、ワイト、ブルの師弟的関係）にあるが、同様に委員会にも、バターフィールドと
ワイトなどの個人的な協力関係があった。その意味からすれば、委員会の終焉とは、時代を経
てこうした諸要素が失われていく過程ともいえる。そしてこのような諸要素があるからこそ、
後世に残る対外的成果が「集合作業」の結果として生まれたのである。
このようにヴィジェッツィは、組織としての英国委員会に注目することで、これまで英国学
派という視点からは光が当てられなかった活動の実態や特徴、そしてその限界を再発見してい
くのである。
3．今後の課題－結びにかえて
英国委員会研究へのヴィジェッツィによる学問的貢献は、過去に類をみないものである。そ
の意味で本研究は、その学問的水準の高さにより、委員会の活動を中心とする議論に 1つの決
着をもたらしたといえるかもしれない。もっともそのことは、委員会を巡る議論全てが終わっ
たと結論づけるわけではない。英国学派という文脈から離れ、あるいは委員会の組織面に代わ
る次の研究段階へと進む必要性を、ヴィジェッツィの研究はいざなっているのである。
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ここではその可能性について 2つ指摘したい。1つ目は援助元であったアメリカ・ロックフェ
ラー財団との関係性である。本稿では触れることができなかったが、英国委員会は、財団から
資金的援助（『国際社会の拡大』はフォード財団より）を受けていた。国際関係論に対する援
助という意味では、あくまで委員会は援助対象先の 1つに過ぎない。そのため委員会を一事例
として捉え、ロックフェラー財団にとっての委員会の意味などについて考察していく必要があ
る。
具体的には、たとえば英国委員会の創設者として「なぜ『歴史家』であるバターフィールド
が選ばれたのだろうか」という疑問が挙げられよう。1950 年代にはマニング、ニコルソン
（Harold Nicholson）など、様々な国際関係論の論者たちがいた。委員会の創設過程（1954 ～
58 年）においてバターフィールドと接触したトンプソン（Kenneth Thompson）は、1954 年
の段階でニコルソンなどとも接触していたことが、評者による調査によって明らかになってい
る８）。それは、まさにバターフィールドが、トンプソンによって複数の候補者の中から選ばれ
た人物であることを意味している。こうした選択理由についても今後の研究課題として残され
ている。
2つ目に、当時のイギリス国際関係学界に対する英国委員会の影響力、という問題も考慮す
べきである。確かに委員会の影響力は限定的で、ワイトやブルが所属していた LSEへの影響
力ですらわれわれが考えるほど大きなものではなかった。しかし委員会の当時の学術的価値だ
けでなく、「委員会の遺産」ともいうべき精神的要素が、イギリスの国際関係論者たちにどの
ように受け継がれていったのか。こうした問題についても今後、詳細に考察していく必要があ
るといえる。
英国学派という視点から始まった英国委員会研究は、ヴィジェッツィによる「組織として」
の委員会研究へと辿りついた。そして今、この問題は新たな研究段階へと進む地点にある。
※本研究は、科学研究費基盤研究（C）課題番号 22530204「共生と脱覇権の国際秩序像̶英国
学派国際関係論による包括的検討」平成 23 年度から 25 年度の助成、ならびに立命館大学国際
地域研究所「英国学派とポスト西洋型国際関係理論研究プロジェクト」の助成を受けたもので
ある。
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